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各自治体における多様な取組み（事例） ①
○ 各自治体においては、次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）や児童育成事業費によるメニュー事業の

ほか、多種多様な取組がなされている。
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各自治体における多様な取組み（事例） ②
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３．（２）地域全体が支える、世代を超えて支える子育て支援
子育てには時間と人手がかかるが、それだけに得られる幸福感も大きい。
しかしながら、地域での子どもとのふれあいの減少などにより、親になるまでに子育てに肯定的な感情を持てないこ

と、親になっても、子育てについて身近に悩みを相談する相手がいないことなどから、親が子どもとのきずなを見いだ
せない、子育ての負担面ばかりを感じがちであるといったケースが増えてきている。子どもに関わる豊かな時間を生み
出し、子どもと一緒に暮らし、子どもとともに親も成長する充実感、子育ての本当の楽しさを実感できるような子育て支
援が必要とされてきている。
子育て支援は地域が支えることが重要である。町内会・自治会、ＮＰＯなどの市民団体や、企業、シニアや若者をは

じめとする地域住民など、多様な主体が担い手となって、地域全体が子育てに関われるような支援、子育て家庭のリ
スクにもきめ細かに対応できるような地域のネットワークが必要である。子育て支援のサービスの担い手としては、依
然として行政や社会福祉協議会などの半公的な主体が大半を占めているものがあり、新規参入のＮＰＯ等が参入し
づらい現状がある。このため、今後、担い手の育成という視点も含め多様な主体の参画に向けた検討がなされるべき
である。地方公共団体における政策の決定過程やサービスの現場等においても、親を一方的なサービスの受け手と
してではなく、相互支援や、サービスの質の向上に関する取組などに積極的に参画し得る方策を探るべきである。
また、親自身が、やがて支援側に回れるような循環を地域に生み出し、高齢者も含めた地域の力（例えば地域の

「社会的祖父力・祖母力」の活用による世代間交流）などを有効に引き出すことができるよう、子育てに優しいまちづく
りの視点も含めた環境づくりが必要である。多子世帯に配慮した支援なども重要である。
これからの子育て支援は、すべての家庭を対象に、子ども自身の視点に立つとともに、親の主体性とニーズを尊重

し、子育てが孤立化しないように、子ども自身と親の成長に寄り添う形で支援することが重要である。
幼少期から長期的展望に立って子育てに関心を持つ、「心を育てる」取組を幅広く進めるとともに、子どもを持ち、

育てる喜びを認識し、共有するための情報発信にも力を入れていくことも必要である。

社会保障国民会議 第３分科会
（持続可能な社会の構築（少子化・仕事と生活の調和）分科会）

中間とりまとめ（平成20年6月19日） （抜粋）
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現行の情報公表・情報提供の仕組み①
（認可保育所に関する情報）

○ 現行制度においては、市町村に対し、認可保育所の運営状況等に関する情報提供義務が課せられている。

○ また、保育所に対して、地域住民への当該保育所の保育に関する情報提供の努力義務が課せられている。

◎ 児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号）（抄）
第二十四条 （略）

２～４ （略）

５ 市町村は、第一項に規定する児童の保護者の保育所の選択及び保育所の適正な運営の確保に資するため、厚生労働省令の定めると
ころにより、その区域内における保育所の設置者、設備及び運営の状況その他の厚生労働省令の定める事項に関し情報の提供を行わ
なければならない。

第四十八条の三 保育所は、当該保育所が主として利用される地域の住民に対してその行う保育に関し情報の提供を行い、並びにその
行う保育に支障がない限りにおいて、乳児、幼児等の保育に関する相談に応じ、及び助言を行うよう努めなければならない。

２ （略）

◎ 児童福祉法施行規則(昭和２３年厚生省令第１１号) （抄）
第二十五条 法第二十四条第五項に規定する厚生労働省令の定める事項は、次のとおりとする。

一 保育所の名称、位置及び設置者に関する事項
一の二 当該保育所が認定こども園(就学前保育等推進法第六条第二項に規定する認定こども園をいう。以下この条において同じ。)
である場合にあつては、その旨

二 保育所の施設及び設備の状況に関する事項

三 次に掲げる保育所の運営の状況に関する事項

イ 保育所の入所定員、入所状況、職員の状況及び開所している時間

ロ 保育所の保育の方針

ハ 当該保育所が認定こども園である場合にあつては、就学前保育等推進法第四条第一項第三号及び第四号に掲げる子どもの数

ニ 当該保育所が私立認定保育所である場合にあつては、第二十四条の二第二項の規定により都道府県知事に届け出た選考の方法

ホ その他保育所の行う事業に関する事項

四 法第五十六条第三項の規定により徴収する額又は就学前保育等推進法第十三条第四項の規定による保育料の額に関する事項

四の二 当該保育所が認定こども園である場合にあつては、法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児以外の子どもに関する

利用料の額

五 保育所への入所手続に関する事項

六 市町村の行う保育の実施の概況

② 法第二十四条第五項に規定する情報の提供は、地域住民が当該情報を自由に利用できるような方法で行うものとする。
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◎ 保育所保育指針(平成２０年厚生労働省告示第１４１号）（抄）

第一章 総則
４ 保育所の社会的責任

(１) （略）
(２) 保育所は、地域社会との交流や連携を図り、保護者や地域社会に、当該保育所が行う保育の内容を適切に説明するよう努めな

ければならない。

第六章 保護者に対する支援
２ 保育所に入所している子どもの保護者に対する支援

(１) （略）
(２) 保護者に対し、保育所における子どもの様子や日々の保育の意図などを説明し、保護者との相互理解を図るよう努めること。
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現行の情報公表・情報提供の仕組み②
（認可外保育施設に関する情報）

○ 現行制度においては、認可外保育施設に対し、利用料、保育士等の配置数及び勤務体制、保険に関する事項

等について、都道府県に対する報告を義務付けている。

○ 都道府県知事は、必要と認める事項を取りまとめ、市町村長に通知するとともに、公表するものとされている。

◎ 児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号）（抄）
第五十九条の二の五 第五十九条の二第一項に規定する施設の設置者は、毎年、厚生労働省令で定めるところにより、当該施設の運営の状況を

都道府県知事に報告しなければならない。

２ 都道府県知事は、毎年、前項の報告に係る施設の運営の状況その他第五十九条の二第一項に規定する施設に関し児童の福祉のため必要と

認める事項を取りまとめ、これを各施設の所在地の市町村長に通知するとともに、公表するものとする。

◎ 児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）
第四十九条の七 法第五十九条の二の五第一項の規定による報告は、次の各号に掲げる事項を都道府県知事の定める日までに提出することにより

行うものとする。

一 施設の名称及び所在地

二 設置者の氏名及び住所又は名称及び主たる事務所の所在地

三 建物その他の設備の規模及び構造

四 施設の管理者の氏名及び住所

五 開所している時間

六 提供するサービスの内容及び当該サービスの提供につき利用者が支払うべき額に関する事項

七 報告年月日の前日において保育している乳幼児の人数

八 入所定員

九 報告年月日の前日において保育に従事している保育士その他の職員の配置数及び勤務の体制

十 保育士その他の職員の配置数及び勤務の体制の予定

十一 保育する乳幼児に関して契約している保険の種類、保険事故及び保険金額

十二 提携している医療機関の名称、所在地及び提携内容

十三 その他施設の管理及び運営に関する事項
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現行の情報公表・情報提供の仕組み③ （認定こども園）

○ 現行制度においては、都道府県に対し、認定こども園を利用しようとする者に対し、施設の名称・所在地等を

周知する義務が課せられている。

◎ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）
（認定こども園に係る情報の提供等）

第六条 都道府県知事は、第三条第一項又は第二項の認定をしたときは、インターネットの利用、印刷物の配布その他適切な方法により、当該認定を受けた

施設において提供されるサービスを利用しようとする者に対し、第四条第一項各号に掲げる事項及び教育保育概要（当該施設において行われる教育及び

保育並びに子育て支援事業の概要をいう。次条第一項において同じ。）についてその周知を図るものとする。第三条第三項の規定による公示を行う場合も、

同様とする。

２ （略）

（認定の申請）

第四条 前条第一項又は第二項の認定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に、その申請に係る施設が同条第一項各号又は第二項

各号に掲げる要件に適合していることを証する書類を添付して、これを都道府県知事に提出しなければならない。

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

二 施設の名称及び所在地

三 施設において保育する児童福祉法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児の数（満三歳未満の者の数及び満三歳以上の者の数に区分するものと

する。）

四 施設において保育する児童福祉法第三十九条第一項に規定する乳児又は幼児以外の子どもの数（満三歳未満の者の数及び満三歳以上の者の数に

区分するものとする。）

五 その他文部科学省令・厚生労働省令で定める事項

２ （略）

◎ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（平成十八年文部科学省・厚生労働省令第三号）
（法第四条第一項第五号の文部科学省令・厚生労働省令で定める事項）

第四条 法第四条第一項第五号の文部科学省令・厚生労働省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。

一 認定を受ける施設について幼稚園、保育所又は児童福祉法第五十九条第一項に規定する施設のうち同法第三十九条第一項に規定する業務を目的と

するものの別

二 認定こども園の名称

三 認定こども園の長（認定こども園の一体的な管理運営をつかさどる者をいう。）となるべき者の氏名

四 教育及び保育の目標並びに主な内容

五 第二条各号に掲げる事業のうち認定こども園が実施するもの
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現行の情報公表・情報提供の仕組み④
（子育て支援事業）

○ 現行制度においては、市町村に対し、子育て支援事業に関する必要な情報提供の義務が課せられている。

◎ 児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号）（抄）

第二十一条の十一 市町村は、子育て支援事業に関し必要な情報の提供を行うとともに、保護者から求めがあつたときは、当該保護者

の希望、その児童の養育の状況、当該児童に必要な支援の内容その他の事情を勘案し、当該保護者が最も適切な子育て支援事業の利

用ができるよう、相談に応じ、必要な助言を行うものとする。

② 市町村は、前項の助言を受けた保護者から求めがあつた場合には、必要に応じて、子育て支援事業の利用についてあつせん又は

調整を行うとともに、子育て支援事業を行う者に対し、当該保護者の利用の要請を行うものとする。

③ 市町村は、第一項の情報の提供、相談及び助言並びに前項のあつせん、調整及び要請の事務を当該市町村以外の者に委託すること

ができる。
④ 子育て支援事業を行う者は、前二項の規定により行われるあつせん、調整及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。

◎ 保育所保育指針(平成２０年厚生労働省告示第１４１号）（抄）
第六章 保護者に対する支援
３ 地域における子育て支援

(１) 保育所は、児童福祉法第48条の3の規定に基づき、その行う保育に支障がない限りにおいて、地域の実情や当該保育所の体制等
を踏まえ、次に掲げるような地域の保護者等に対する子育て支援を積極的に行うよう努めること。
ア 地域の子育ての拠点としての機能

(ア)～(ウ) (略）
(エ) 地域の子育て支援に関する情報の提供
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医療機能情報の提供制度の創設 平成19年4月1日施行

改 正 前 制 度

医療機関に対し、医療機関の医療機能に関する一定の情報について、都道府県への報告を義務付け、都道府県が情報を集
約してわかりやすく提供する仕組みを創設（薬局についても同様の仕組みを創設）

現 行 制 度

【見直しの視点】

○ 必要な情報は一律に提供

○ 情報を集約化

○ 客観的な情報をわかりやすく提供

○ 相談・助言機能の充実

【患者が医療情報を得る手段】

○ 医療機関の行う広告

○ インターネット等による広報

※ 医療機関側による任意の情報

○ 利用者に対する医療機関内の院内
掲示

等

住

民

都

道

府

県

医

療

機

関

○ 「一定の情報」は医療機関でも閲覧可能

○ 正確かつ適切な情報の積極的な提供を行うよう努める責務

○ 患者等からの相談に適切に応ずるよう努める責務

○ 集約した情報をインターネット

等でわかりやすく提供

○ 医療安全支援センター等に

よる相談、助言

医療機関の管理者に対し、

医療機能に関する一定の

情報について、報告を義務

化

【「一定の情報」の例】 ※具体的な範囲は、厚生労働省医政局内に常設する検討会で検討

○ 管理・運営・サービス等に関する事項（診療科目、診療日、診療時間、病床数、外国語対応 等）

○ 提供サービスや医療連携体制に関する事項（専門医〔※広告可能なものに限る〕、保有する設備、

対応可能な疾患・治療内容、対応可能な在宅医療、セカンドオピニオン対応、地域医療連携体制等）

○ 医療の実績、結果に関する事項（医療安全対策、院内感染対策、クリティカルパスの実施、
診療情報管理体制、情報開示体制、治療結果に関する分析の有無、患者数、平均在院日数 等）

※死亡率など治療結果情報のアウトカム指標については、今後、データの適切な開示方法等、客観的な
評価が可能となったものから順次追加予定

他の社会保障制度における情報提供制度の例① （医療）
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注記

1 病院の名称 ※正式名称（フリガナ）・英語表記（ローマ字表記）

2 病院の開設者

3 病院の管理者

4 病院の所在地 ※郵便番号・住所（フリガナ）・英語表記

5 案内用電話番号及びファクシミリ番号

6 診療科目 ※医療法施行令第3条の2に基づく診療科目名

7 診療日（診療科目別） ※表記方法は都道府県の任意

8 診療時間（診療科目別） ※表記方法は都道府県の任意

9 病床種別及び届出・許可病床数

10 病院までの主な利用交通手段 ※表記方法は都道府県の任意

有無

駐車台数

有料・無料の別

12 案内用ホームページアドレス

13 案内用電子メールアドレス

14 外来受付時間（診療科目別） ※表記方法は都道府県の任意

15 予約診療の有無 ※表記方法は都道府県の任意（診療科の別、初診・再診の別、予約用電話番号等）

16 時間外対応 ※別表

17 面会の日及び時間帯

18 院内処方の有無

19 対応することができる外国語の種類 ※表記方法は都道府県の任意

20 障害者に対するサービス内容 ※別表

21 車椅子利用者に対するサービス内容 ※別表

22 受動喫煙を防止するための措置 ※別表

医療に関する相談窓口の設置の有無

相談員の人数

24 病院内の売店又は食堂の有無

25 入院食の提供方法

（１）基本情報

1.管理・運営・サービス等に関する事項

11

（３）院内サービス等

医療に関する相談に対する体制の状況23

医療機関の医療機能に関する情報【病院】

（２）病院へのアクセス

病院の駐車場

別添
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26 保険医療機関、公費負担医療機関及びその他の病院の種類 ※別表

「特別の療養環境の提供」に係る全病床に占める差額ベッ
ド数及びその金額

「予約に基づく診察」に係る特別の料金の徴収の有無及び
その金額

「保険医療機関が表示する診療時間以外の時間における
診察」に係る特別の料金の徴収の有無及びその金額

「病床数が２００以上の病院について受けた初診」に係る特
別の料金の徴収の有無及びその金額

「病床数が２００以上の病院について受けた再診」に係る特
別の料金の徴収の有無及びその金額

28 治験の実施の有無及び契約件数 報告を行う年度の前年度の治験実施に係る契約件数

29 クレジットカードによる料金の支払いの可否

30 先進医療の実施の有無及び内容 ※記入式（文字数等の制限可）

31 専門医の種類及び人数 ※別表

32 保有する施設設備 ※別表

33 併設している介護施設 ※別表

34 対応することができる可能な疾患・治療内容 ※別表

35 対応することができる短期滞在手術 ※別表

36 専門外来の有無及び内容 ※記入式（文字数等の制限可）

健康診断実施の有無及び内容 ※記入式（文字数等の制限可）

健康相談実施の有無及び内容 ※記入式（文字数等の制限可）

38 対応することができる予防接種 ※別表

39 対応することができる在宅医療 ※別表

40 対応することができる介護サービス ※別表

セカンド・オピニオンのための診療情報提供の有無

セカンド・オピニオンのための診療の有無及び料金

医療連携体制に対する窓口設置の有無

地域連携クリティカルパスの有無

43
地域の保健医療サービス又は福祉サービス
を提供する者との連携に対する窓口設置の
有無

42

２．提供サービスや医療連携体制に関する事項

41 セカンド・オピニオンに関する状況

27 選定療養

（１）診療内容、提供保健・医療・介護サービス

健康診断、健康相談の実施37

地域医療連携体制

（４）費用負担等
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医療従事者の人数 ※別表

外来患者を担当する医療従事者の人数 ※別表

入院患者を担当する医療従事者の人数 ※別表

45 看護師の配置状況 ※一般病床、療養病床、精神病床、感染症病床、結核病床別の看護配置

医療安全についての相談窓口設置の有無

医療安全管理者の配置の有無及び専任又は兼任の別

安全管理部門の設置の有無及び部門の構成員の職種

医療事故情報収集等事業への参加の有無

院内感染対策を行う者の配置の有無及び専任又は兼任の別

院内感染対策部門の設置の有無及び部門の構成員の職種

院内での感染症の発症率に関する分析の実施の有無

48 入院診療計画策定時における院内の連携体制の有無

オーダリングシステムの導入の有無及び導入状況

ICDコードの利用の有無

電子カルテシステムの導入の有無

診療録管理専任従事者の有無及び人数

50 情報開示に関する窓口の有無

臨床病理検討会の有無

予後不良症例に関する院内検討体制の有無

死亡率、再入院率、疾患別・治療行為別の平均在院日数
等治療結果に関する分析の有無

死亡率、再入院率、疾患別・治療行為別の平均在院日数
等治療結果に関する分析結果の提供の有無

病床種別ごとの患者数 前年度の１日平均患者数

外来患者の数 前年度の１日平均患者数

在宅患者の数 前年度の１日平均患者数

54 平均在院日数 前年度の日数

患者満足度調査実施の有無

患者満足度調査結果の提供の有無

56 （財）日本医療機能評価機構による認定の有無

患者満足度調査55

病院の人員配置

47 法令上の義務以外の院内感染対策

49 診療情報管理体制

52

44

３．医療の実績、結果に関する事項

患者数53

法令上の義務以外の医療安全対策46

症例検討体制51

治療結果情報
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介護サービス情報の公表制度の主旨

【介護サービス情報の公表の制度とは】

・ 基本的に全ての介護サービス事業所が、利用者の選択に資する情報を自ら公表し、標準
化された項目についての情報を第三者が客観的に調査・確認し、定期的に公表される仕組み

※ 事業所の評価、格付け、画一化を目的としない。

※ 情報について、公平に、いつでも、誰でも閲覧可能とするため、インターネットでの情報開示を基本と
する。

・ 利用者が介護サービス事業所を比較検討・選択することを支援

・ 事業者の努力が適切に評価され選択されることを支援

【介護サービス情報の公表の制度とは】

・ 基本的に全ての介護サービス事業所が、利用者の選択に資する情報を自ら公表し、標準
化された項目についての情報を第三者が客観的に調査・確認し、定期的に公表される仕組み

※ 事業所の評価、格付け、画一化を目的としない。

※ 情報について、公平に、いつでも、誰でも閲覧可能とするため、インターネットでの情報開示を基本と
する。

・ 利用者が介護サービス事業所を比較検討・選択することを支援

・ 事業者の努力が適切に評価され選択されることを支援

・ 利用者が介護サービス事業所に関する情報を入手し、活用することで、主体的に適切な介
護サービス事業所を選択することができる。

・ 利用者の選択が適切に機能することで、介護サービス事業所においてはサービス改善への
取組が促進され、サービスの質による競争が機能することにより、介護サービス全体の質の向
上が期待される。

・ 利用者が介護サービス事業所に関する情報を入手し、活用することで、主体的に適切な介
護サービス事業所を選択することができる。

・ 利用者の選択が適切に機能することで、介護サービス事業所においてはサービス改善への
取組が促進され、サービスの質による競争が機能することにより、介護サービス全体の質の向
上が期待される。

他の社会保障制度における情報提供制度の例② （介護）
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介護サービス情報の公表制度の仕組み

介護サービス事業所・施設介護サービス事業所・施設

《介護サービス情報》
要介護者等が適切かつ円滑に介護サービスを選ぶための情報

都道府県知事 又は 指定情報公表センター
（都道府県知事が指定）

《介護サービス情報を公表≫
○インターネットの活用等

都道府県知事 又は 指定情報公表センター
（都道府県知事が指定）

《介護サービス情報を公表≫
○インターネットの活用等

そのまま公表

《基本情報》
○基本的な事実情報

（例）連絡先、主な利用交通手段、事業所の職員の体

制、サービス提供時間、機能訓練室等の設備、利用
料金、苦情対応窓口等の状況 等

利用者（高齢者）
公表情報等を参考として、事業所・施設を選択

利用者（高齢者）
公表情報等を参考として、事業所・施設を選択

《調査情報》
○客観的調査が必要な情報

（例）介護サービスに関するマニュアルの有無、
身体拘束を廃止する取組の有無、個人情報保
護に関する取組の有無 等

閲覧

都道府県知事 又は 指定調査機関
（都道府県知事が指定）

○ 中立性・公平性の確保
○ 調査の均質性の確保

都道府県知事 又は 指定調査機関
（都道府県知事が指定）

○ 中立性・公平性の確保
○ 調査の均質性の確保

調査後公表
（年１回程度）

報告
（年１回程度）

報告
（年１回程度）
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介護サービス情報の公表事項① 【報告事項】

一 事業所又は施設（以下この表において「事業所等」という。）を運営する法人又は法人でない病院、診療所若しくは薬局（以下この
号において「法人等」という。）に関する事項
イ 法人等の名称、主たる事務所の所在地及び電話番号その他の連絡先
ロ 法人等の代表者の氏名及び職名
ハ 法人等の設立年月日
ニ 法人等が介護サービスを提供し、又は提供しようとする事業所等の所在地を管轄する都道府県の区域内において提供する介護サービス
ホ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項

二 当該報告に係る介護サービスを提供し、又は提供しようとする事業所等に関する事項
イ 事業所等の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先
ロ 介護保険事業所番号
ハ 事業所等の管理者の氏名及び職名
ニ 当該報告に係る事業の開始年月日若しくは開始予定年月日又は指定若しくは許可を受けた年月日（指定又は許可の更新を受けた場合
にはその直近の年月日）

ホ 事業所等までの主な利用交通手段
へ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項

三 事業所等において介護サービスに従事する従事者（以下この号において「従業者」という。）に関する事項
イ 職種別の従業者の数
ロ 従業者の勤務形態、労働時間、従業者一人当たりの利用者、入所者又は入院患者数等
ハ 従業者の当該報告に係る介護サービスの業務に従事した経験年数等
ニ 従業者の健康診断の実施状況
ホ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項

四 介護サービスの内容に関する事項
イ 事業所等の運営に関する方針
ロ 当該報告に係る介護サービスの内容等
ハ 当該報告に係る介護サービスの利用者、入所者又は入院患者への提供実績
ニ 利用者等（利用者又はその家族をいう。以下同じ。）、入所者等（入所者又はその家族をいう。以下同じ。）又は入院患者等（入院
患者又はその家族をいう。以下同じ。）からの苦情に対応する窓口等の状況

ホ 当該報告に係る介護サービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対応に関する事項
ヘ 事業所等の介護サービスの提供内容に関する特色等
ト 利用者等、入所者等又は入院患者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等
チ その他介護サービスの種類に応じて必要な事項

五 当該報告に係る介護サービスを利用するに当たっての利用料等に関する事項
六 その他都道府県知事が必要と認める事項
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介護サービス情報の公表事項② 【調査事項】（抄）

第一 介護サービスの内容に関する事項

一 介護サービスの提供開始時における利用者等、入所者等又は入院患者等に対する説明及び契約等に当たり、利用者、入所者又は入院

患者等の権利擁護等のために講じている措置

イ 共通事項（（３）については福祉用具貸与、特定福祉用具販売、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売を、（４）に

ついては居宅介護支援を除く。）

（１） 介護サービスの提供開始時における利用者等、入所者等又は入院患者等に対する説明及び利用者等、入所者等又は入院患者等の

同意の取得の状況

（２） 利用者等、入所者等又は入院患者等に関する情報の把握及び課題の分析の実施の状況

（３） 利用者、入所者又は入院患者の状態に応じた当該介護サービスに係る計画の作成及び利用者等、入所者等又は入院患者等の同意

の取得の状況

（４） 利用者等、入所者等又は入院患者等に対する利用者、入所者又は入院患者が負担する利用料に関する説明の実施の状況

ロ～ニ （略）

二 利用者本位の介護サービスの質の確保のために講じている措置

イ 共通事項

（１） 認知症の利用者、入所者又は入院患者に対する介護サービスの質の確保のための取組の状況

（２） 利用者、入所者又は入院患者のプライバシーの保護のための取組の状況

ロ～ワ （略）

三 相談、苦情等の対応のために講じている措置

共通事項

相談、苦情等の対応のための取組の状況

四 介護サービスの内容の評価、改善等のために講じている措置

イ 共通事項（福祉用具貸与、特定福祉用具販売、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売を除く。）

（１） 介護サービスの提供状況の把握のための取組の状況

（２） 介護サービスに係る計画等の見直しの実施の状況

ロ （略）
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五 介護サービスの質の確保、透明性の確保等のために実施している外部の者等との連携
イ 共通事項
（（１）については訪問介護（中略）に限る。）
（１） 介護支援専門員等との連携の状況
（２） 主治の医師等との連携の状況
（３） 地域包括支援センターとの連携の状況
ロ～ヌ （略）

第二 介護サービスを提供する事業所又は施設の運営状況に関する事項
一 適切な事業運営の確保のために講じている措置

共通事項
（１） 従業者等に対する従業者等が守るべき倫理、法令等の周知等の実施の状況
（２） 計画的な事業運営のための取組の状況
（３） 事業運営の透明性の確保のための取組の状況
（４） 介護サービスの提供に当たって改善すべき課題に対する取組の状況

二 事業運営を行う事業所の運営管理、業務分担、情報の共有等のために講じている措置
共通事項（（３）については、訪問介護（中略）に限る。）
（１） 事業所又は施設における役割分担等の明確化のための取組の状況
（２） 介護サービスの提供のために必要な情報について従業者間で共有するための取組の状況
（３） 従業者からの相談に対する対応及び従業者に対する指導の実施の状況

三 安全管理及び衛生管理のために講じている措置
共通事項
安全管理及び衛生管理のための取組の状況

四 情報の管理、個人情報保護等のために講じている措置
共通事項

（１） 個人情報の保護の確保のための取組の状況
（２） 介護サービスの提供記録の開示の実施の状況

五 介護サービスの質の確保のために総合的に講じている措置
共通事項

（１） 従業者等の計画的な教育、研修等の実施の状況
（２） 利用者等、入所者等又は入院患者等の意向等を踏まえた介護サービスの提供内容の改善の実施の状況
（３） 介護サービスの提供のためのマニュアル等の活用及び見直しの実施の状況

第三 都道府県知事が必要と認めた事項


